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１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

 ① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無   ： 無 

 ② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 

 ③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無       ： 有  連結  （新規）１０社  （除外）２社 

持分法（新規） －社  （除外）１社 

 

２．平成 19 年 3 月期第１四半期財務・業績の概況（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 6 月 30 日） 

 (1)経営成績（連結）の進捗状況 

 売 上 高      営 業 利 益      経 常 利 益      四半期(当期)純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

19 年 3 月期第１四半期 355,118 0.8 22,579 △12.4 24,002 △ 8.7 12,718 △ 5.6 
18 年 3 月期第１四半期 352,414 6.2 25,787 △15.4 26,299 △14.5 13,467 △15.0 
（参考）18 年 3月期 1,507,505  120,669  124,715  65,187  
 

 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

 円 銭 円 銭 

19 年 3 月期第１四半期 18.04     － 
18 年 3 月期第１四半期 18.83     － 
（参考）18 年 3月期 91.23     － 

 （注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率 

 
 (2)財政状態（連結）の変動状況 

 総  資  産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

19 年 3 月期第１四半期 1,621,958  1,089,309  65.5  1,506.98  
18 年 3 月期第１四半期 1,567,253  1,011,370  64.5  1,414.39  
（参考）18 年 3月期 1,662,377  1,063,308  64.0  1,507.90  

 
３．平成 19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 
 

 売 上 高      経 常 利 益      当期純利益      

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期        760,000  55,500  28,000  
通 期        1,620,000  125,000  67,000  

 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  95 円 04 銭 （予想年間期中平均株式数による） 

※ 上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。当社の事業を取り巻く経済
情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値と異なる可能性があります。 
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１．平成１９年３月期第１四半期の連結業績概況 
 
   平成１９年３月期第１四半期のわが国経済は、企業収益の改善を受けて、設備投資、個人消費が

増加するなど、着実な回復が続きました。

 しかしながら、印刷業界においては、原油価格高騰に伴う原材料価格の上昇や競争激化による受

注単価の下落など、引き続き厳しい経営環境にありました。

 ＤＮＰグループは、積極的な営業活動を展開して顧客ニーズに対応した製品とサービスを提供す

るとともに、コスト削減を目指した「モノづくり２１活動」にグループを挙げて取り組み、業績の

確保に努めました。

その結果、当第１四半期の連結売上高は３，５５１億円（前年同期比 0.8％増）、連結営業利益

は２２５億円（前年同期比 12.4％減）、連結経常利益は２４０億円（前年同期比 8.7％減）、連結四

半期純利益は１２７億円（前年同期比 5.6％減）となりました。

部門別の状況については、以下のとおりです。
 

 【印刷事業】
 
  ・情報コミュニケーション部門 
 
   出版印刷関連は、出版市場の低迷から書籍は減少しましたが、フリーペーパーの受注拡大により

雑誌等は増加しました。

 商業印刷関連は、活発な企業の販売促進活動に伴い、チラシ、パンフレットが増加し堅調に推移

しました。

 ビジネスフォーム関連は、パーソナルメールなどのデータ入力から印刷・発送までの業務を行う

ＩＰＳ（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ・ﾌﾟﾛｾｯｼﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ）が好調であったほか、ＩＣカードも銀行向けを中心に大

幅に増加しました。

 その結果、部門全体の売上高は、１，５７３億円（前年同期比 1.8％増）、営業利益は、１０９

億円（前年同期比 0.4％減）となりました。 
 

  ・生活・産業部門 
 
   包装関連は、ペットボトルの第一次成型品プリフォームと軟包装材が増加しましたが、紙器、紙

カップが減少しました。

 建材関連は、環境・健康に配慮した「サフマーレ」などの環境対応型化粧シートが増加しました。

 産業資材関連は、普通紙ファクシミリ用インクリボンは減少しましたが、カラープリンター用イ

ンクリボンが増加したほか、薄型ディスプレイ向けの各種光学フィルムが大幅に増加し、好調に推

移しました。

 その結果、部門全体の売上高は、１，１７４億円（前年同期比 0.6％増）、営業利益は、８９億

円（前年同期比 5.8％増）となりました。 
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  ・エレクトロニクス部門 
 
   液晶カラーフィルターが、在庫調整の影響から減少したほか、シャドウマスク、プロジェクショ

ンテレビ用スクリーンも、需要の減少により低調でした。

 一方、フォトマスクは、先端製品を中心に国内・海外向けとも増加し、エッチング製品も、ハー

ドディスクドライブ用部品を中心に好調に推移しました。

 その結果、部門全体の売上高は、６６７億円（前年同期比 0.1％減）、営業利益は、４６億円（前

年同期比 42.9％減）となりました。 
 

 【清涼飲料事業】 
 
  ・清涼飲料部門 
 
   清涼飲料部門は、機能性飲料は引き続き好調でしたが、主力のコーヒー飲料、茶飲料が低迷しま

した。本年度よりスタートした中期経営計画「変化への挑戦～北の大地とともに～」のもと、「一

（はじめ）」、「爽健美茶」、「ファンタ」のリニューアルによるブランド強化と、持ち易さやユニー

クなスタイルを追求した新型ペットボトルを導入することにより差別化を図り、業績の確保に努め

ました。

 その結果、部門全体の売上高は、１５７億円（前年同期比 3.2％減）、営業損失は、４億円（前
年同期は４億円の損失）となりました。 

 
 

２．平成１９年３月期の連結業績予想
 
   今後の見通しについては、景気は民間需要に支えられ、緩やかな回復が続くと予想されますが、

海外経済や原油価格の動向など依然として不透明であり、予断を許さない状況が続くものと思われ

ます。

 印刷業界においても、引き続き原材料価格の上昇や受注単価の下落など厳しい経営環境が予想さ

れます。

 このような中、各部門の市場環境、需要動向などに的確に対応し、業績の確保に努めていきます。

・情報コミュニケーション部門

 出版印刷関連は、創刊誌の受注獲得に加えて、フリーペーパーを積極的に取り込み、シェアの拡

大に努めていきます。また、堅調な需要の伸展が見込まれる商業印刷関連及びビジネスフォーム関

連は、印刷技術（Printing Technology＝Ｐ）と情報技術（Information  Technology＝Ｉ）を融

合させ、独自のソリューションを顧客に提供していく、Ｐ＆Ｉソリューションを基本として受注拡

大を図っていきます。

・生活・産業部門

 包装関連は、原材料価格上昇の影響が懸念されますが、高いバリア性を持つ「ＩＢフィルム」な

ど各種機能性材料の拡大に注力していきます。建材関連も環境対応型製品の拡販に努めていきます。

また、産業資材関連は、引き続き、薄型ディスプレイ向けの各種光学フィルムの需要拡大が見込ま

れ、新設備の稼動開始もあり、大幅な伸びを見込んでいます。
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・エレクトロニクス部門

 液晶カラーフィルターは、一時的な在庫調整や受注単価下落の影響はありますが、今後パソコン

モニター、民生用テレビ向け需要の回復が見込まれており、生産能力の増強を進め、受注拡大を目

指します。

・清涼飲料部門

 清涼飲料部門は、市場の伸び悩みと販売競争の激化など、引き続き厳しい状況が見込まれますが、

本年度よりスタートした中期経営計画を推進し、一層の収益体質の改善に取り組みます。

 このような積極的な営業活動を展開することにより、現段階では、中間期の連結売上高は
７，６００億円、連結経常利益は５５５億円、連結中間純利益は２８０億円、また、通期の連結売
上高は１兆６，２００億円、連結経常利益は１，２５０億円、連結当期純利益は６７０億円を見込
んでいます。
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